
議案第１９号 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例の一部を改正する条例 

 

新座市建築基準法等関係手数料条例（令和２年新座市条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」

と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりと

する。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

⑵ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

⑶ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 



改 正 後 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づき、建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律

第７８号）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）、都市の低炭素

化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）に関する事務について徴収する手数料に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 

別表第１（第２条関係） 

建築基準法関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

［略］ 

特別興

行場等

に用途

を変更

する建

築物の

使用許

可申請

手数料 

建築基準法第８７条の

３第７項の規定に基づ

く用途を変更して特別

興行場等とする建築物

の使用に係る許可の申

請に対する審査 

１６０，０００円 

既存建

築物の

大規模

修繕等

に対す

る敷地

と道路

との関

係の建

築制限

の緩和

に係る

認定申

請手数

料 

建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８

号）第１３７条の１２

第６項の規定に基づく

既存建築物の大規模修

繕等の認定の申請に対

する審査 

２７，０００円 

既存建

築物の

大規模

修繕等

に対す

る道路

内にお

ける建

築制限

の緩和

に係る

認定申

請手数 

建築基準法施 行令第 

１３７条の１２第７項

の規定に基づく既存建

築物の大規模修繕等の

認定の申請に対する審

査 

 

 

 

 

 

 

 

２７，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改 正 前 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２７条の規定に基づき、建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律

第７８号）、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）、都市の低炭素

化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）及び建築物のエネルギー消費性能の向上に関す

る法律（平成２７年法律第５３号）に関する事務について徴収する手数料に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

別表第１（第２条関係） 

建築基準法関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

［略］ 

特別興

行場等

に用途

を変更

する建

築物の

使用許

可申請

手数料 

建築基準法第８７条の

３第７項の規定に基づ

く用途を変更して特別

興行場等とする建築物

の使用に係る許可の申

請に対する審査 

１６０，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



料   

既存建

築物の

移転に

対する

制限の

緩和に

係る認

定申請

手数料 

建築基準法施 行令第 

１３７条の１６第２号

の規定に基づく既存建

築物の移転の認定の申

請に対する審査 

［略］ 

［略］ 

 

別表第５（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

建築物

エネル

ギー消 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第１２条第１項 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第３４条第３項に規定する他の建築物について、当該

建築物が記載された同条第１項に規定する建築物エネ 

費性能

適合性

判定手

数料 

若しくは第２項又は第

１３条第２項若しくは

第３項の規定に基づく

建築物エネルギー消費

性能適合性判定 

ルギー消費性能向上計画が同法第３５条第１項の認定

又は同法第３６条第１項の変更の認定を受けたことを

示す書類が提出された場合 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律第１２条第１項又は第１３条第２項の規定による

場合 

ａ～ｇ ［略］ 

 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法

律第１２条第２項又は第１３条第３項の規定による

場合 

ａ～ｇ ［略］ 

イ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第１２条第１項又は第１３条第２項の規定による場合

（ア に掲げる場合を除く。） 

・  ［略］ 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第１２条第２項又は第１３条第３項の規定による場合

（ア に掲げる場合を除く。） 

・  ［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第３４条第１項

の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向

上計画の認定の申請に

対する審査（次項に規

定する審査を除く。） 

一の建築物ごとに次に掲げる額を合算した額 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第３５条第１項各号に掲げる基準に適合していること

を示す書類又はこれに類する書類として市長が別に定

めるものが提出された場合 

～  ［略］ 

イ～オ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合の審

査の申

出を伴 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第３４条第１項

の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向 

上計画の認定の申請 

［略］ 

 



   

既存建

築物の

移転に

対する

制限の

緩和に

係る認

定申請

手数料 

建築基準法施行令（昭

和２５年政令第３３８

号）第１３７条の１６

第２号の規定に基づく

既存建築物の移転の認

定の申請に対する審査 

［略］ 

［略］ 

 

別表第５（第２条関係） 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律関係手数料 

名称 手数料を徴収する事務 金額 

建築物

エネル

ギー消 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第１２条第１項若 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

３４条第３項に規定する他の建築物について、当該建

築物が記載された同条第１項に規定する建築物エネル 

費性能

適合性

判定手

数料 

しくは第２項又は第 

１３条第２項若しくは

第３項の規定に基づく

建築物エネルギー消費

性能適合性判定 

ギー消費性能向上計画が同法第３５条第１項の認定又

は同法第３６条第１項の変更の認定を受けたことを示

す書類が提出された場合 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

第１２条第１項又は第１３条第２項の規定による場

合 

ａ～ｇ ［略］ 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律

第１２条第２項又は第１３条第３項の規定による場

合 

ａ～ｇ ［略］ 

イ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 

１２条第１項又は第１３条第２項の規定による場合 

（ア に掲げる場合を除く。） 

・  ［略］ 

ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 

１２条第２項又は第１３条第３項の規定による場合 

（ア に掲げる場合を除く。） 

・  ［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画認定

申請手

数料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第３４条第１項の

規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上

計画の認定の申請に対

する審査（次項に規定

する審査を除く。） 

一の建築物ごとに次に掲げる額を合算した額 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

３５条第１項各号に掲げる基準に適合していることを

示す書類又はこれに類する書類として市長が別に定め

るものが提出された場合 

～  ［略］ 

イ～オ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合の審

査の申

出を伴 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第３４条第１項の

規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上

計画の認定の申請（同 

［略］ 

 

 

 

 

 



う建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画認

定申請

手数料 

（同法第３５条第２項

の規定による申出を伴

う申請に限る。）に対

する審査 

 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第３６条第１項

の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向

上計画の変更の認定の

申請に対する審査（次

項に規定する審査を除

く。） 

一の建築物ごとに次に掲げる額を合算した額。ただし、

新たに追加される建築物については、建築物エネルギー

消費性能向上計画認定申請手数料の項に規定する額とす

る。 

ア 変更後の建築物エネルギー消費性能向上計画が建築

物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第３５

条第１項各号に掲げる基準に適合していることを示す

書類又はこれに類する書類として市長が別に定めるも

のが提出された場合 

～  ［略］ 

  イ～オ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合の審

査の申

出を伴

う建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画変

更認定

申請手

数料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第３６条第１項

の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能向

上計画の変更の認定の

申請（同条第２項にお 

いて準用する同法第 

３５条第２項の規定に

よる申出を伴う申請に

限る。）に対する審査 

［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律第４１条第１項

の規定に基づく建築物

エネルギー消費性能に

係る認定の申請に対す

る審査 

次に掲げる額を合算した額 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第２条第１項第３号に掲げる基準に適合していること

を示す書類又はこれに類する書類として市長が別に定

めるものが提出された場合 

～  ［略］ 

イ～オ ［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更該

当証明 

建築物のエネルギー消

費性能の向上等に関す

る法律施行規則（平成

２８年国土交通省令第

５号）第１１条の規定

に基づく軽微な変更に

該当していることを証

する書面の交付の申請 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律

第３４条第３項に規定する他の建築物について、当該

建築物が記載された同条第１項に規定する建築物エネ

ルギー消費性能向上計画が同法第３５条第１項の認定

又は同法第３６条第１項の変更の認定を受けたことを

示す書類が提出された場合 

～  ［略］ 

イ・ウ ［略］ 

書交付

申請手 

に対する審査  



う建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画認

定申請

手数料 

法第３５条第２項の規

定による申出を伴う申

請に限る。）に対する

審査 

 

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第３６条第１項の

規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上

計画の変更の認定の申

請に対する審査（次項 

に規定する審査を除 

く。） 

一の建築物ごとに次に掲げる額を合算した額。ただし、

新たに追加される建築物については、建築物エネルギー

消費性能向上計画認定申請手数料の項に規定する額とす

る。 

ア 変更後の建築物エネルギー消費性能向上計画が建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５条

第１項各号に掲げる基準に適合していることを示す書

類又はこれに類する書類として市長が別に定めるもの

が提出された場合 

～  ［略］ 

  イ～オ ［略］ 

建築基

準関係

規定適

合の審

査の申

出を伴

う建築

物エネ

ルギー

消費性

能向上

計画変

更認定

申請手

数料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第３６条第１項の

規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上

計画の変更の認定の申

請（同条第２項におい

て準用する同法第３５

条第２項の規定による 

申出を伴う申請に限 

る。）に対する審査 

［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

認定申

請手数

料 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する

法律第４１条第１項の

規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能に係

る認定の申請に対する

審査 

次に掲げる額を合算した額 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

２条第１項第３号に掲げる基準に適合していることを

示す書類又はこれに類する書類として市長が別に定め

るものが提出された場合 

～  ［略］ 

イ～オ ［略］ 

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更該

当証明 

建築物のエネルギー消

費性能の向上に関する 

法律施行規則（平成 

２８年国土交通省令第

５号）第１１条の規定

に基づく軽微な変更に

該当していることを証

する書面の交付の申請 

ア 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第

３４条第３項に規定する他の建築物について、当該建

築物が記載された同条第１項に規定する建築物エネル

ギー消費性能向上計画が同法第３５条第１項の認定又

は同法第３６条第１項の変更の認定を受けたことを示

す書類が提出された場合 

～  ［略］ 

イ・ウ ［略］ 

書交付

申請手 

に対する審査 

 

 



数料   
 

 

 



数料   
 

 

 



附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

  令和６年２月２８日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

提 案 理 由 

建築基準法及び建築基準法施行令の一部改正に伴い、既存建築物の大規模修繕

等に対する敷地と道路との関係の建築制限の緩和に係る認定申請手数料等を定め

るとともに、所要の規定の整備を図りたいので、この案を提出するものである。 

 


